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人口減少時代における不動産政策
－都市部農地の活用による観光拠点整備の方向性－
Real estate policy in the population decline era”
















それが、生産緑地制度が始まった 1992 年から 30 年経過後の 2022 年問題である。
この問題に対し、国は平成 29 年 5 月 20 日に生産緑地法を改正（平成 30 年 4 月 1 日施行）し、
対応措置を講じている。新制度においては、特定生産緑地の指定を受けると、市町村への買い取り
























れば、1992（平成 4）年の制度改正時の生産緑地の面積は約 1 万 4928 ヘクタールあり、その後、
2016（平成 28）年の時点で約 14％減少して約 1 万 2865 ヘクタールとなっている。一方、生産緑地
以外の市街化区域内農地（以下、宅地化農地）は、同じ期間に約 31,000 ヘクタールから 12,000 ヘ
クタールを切っており約 61％が他の用途に転用されたことになる。両者を比較すると、生産緑地
制度がいかに農地の保全に役立っていたかがわかる。宅地化農地の面積は、2016（平成 28）年時
点で約 1 万 2000 ヘクタールを切っていることから、すでに生産緑地面積を下回っている。三大都
市圏の都市部で見かける農地の半分は生産緑地ということになる。
（2）2022 年問題と今後の課題
生産緑地法は 1990（平成 2）の制度改正がなされ、1992（平成 4）年に施行された。当該制度では、
生産緑地指定を受けた農地については 30 年間の営農を条件に、固定資産税を農地課税（宅地の







2010（平成 30）年の三大都市圏の特定市における生産緑地地区等の面積は 1 万 2,415 ヘクタール
3 であり、指定から 30 年経過するときの生産緑地の面積を約 1 万 2,000 ヘクタールと想定すると、









が予想される時代に入り、都市部農地の 2022 年問題を控えて、生産緑地法は 2017（平成 29）年 5
月 20 日に改正された。同法は、2022 年に生産緑地指定が解除された場合に想定される農地の宅地
化による宅地の過剰供給、それによる地価下落、生産緑地の乱開発による環境悪化等の状況改善策
を提示する一方、都市部農地の活用について、人口減少時代のニーズを反映させた意義を有してい
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時の防災空間機能、③良好な景観形成機能、④国土・環境保全機能、⑤農作業体験・交流の場の機
能、⑥農業理解醸成機能を確認し、これらの多様な機能を踏まえ、少子高齢化、人口減少時代の都
































































こうした不都合を是正するために、当該改正で生産緑地法 10 条の 2 として、特定生産緑地制度
を導入することとなった。この制度は、生産緑地の所有者等の意向を基に、市町村は当該生産緑地
を特定生産緑地として指定できる。特定生産緑地として指定された場合、市町村に買取り申出がで
きる時期は、「生産緑地地区の都市計画の告示日から 30 年経過後」から、10 年延期される。10 年
経過後は、改めて所有者等の同意を得て、繰り返し 10 年の延長ができることとなった。













































理・提供する飲食店のことである。農業の 6 次産業化（1 次生産、2 次加工、3 次サービスを合わ
せた産業形態）による施設である。
例えば、千葉県柏市高田にある農家レストラン「さんち家 9」は、農産物直売所「かしわで」に































































 1　市街化区域とは、都市計画法で指定される、都市計画区域の 1 つで、すでに市街地を形成している区域と、
おおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とされてる。
 2　「三大都市圏の特定市における生産緑地地区等の面積の推移」（国土交通省）http://www.mlit.go.jp/
common/001282535.pdf（2019 年 11 月 3 日取得）
 3　「三大都市圏の特定市における生産緑地地区等の面積の推移」（国土交通省）前掲（2019 年 11 月 3 日取得）
 4　国土交通省「生産緑地法等の改正について」資料 2 頁
  　https://www.mlit.go.jp/common/001198169.pdf#search=%27%E7%94%9F%E7%94%A3%E7%B7%91%E5%9
C%B0%E6%B3%95%E6%94%B9%E6%AD%A3+%E5%9B%BD%E5%9C%9F%E4%BA%A4%E9%80%9A%E7
%9C%81%27（2019 年 11 月 3 日取得）
 5　農林水産省「都市農業振興基本計画」（平成 28 年 5 月）6 頁
  　http://www.maff.go.jp/j/press/nousin/nougyou/pdf/160513_1-02.pdf#search=%27%E9%83%BD%E5%B8%8
2%E8%BE%B2%E6%A5%AD%E6%8C%AF%E8%88%88%E5%9F%BA%E6%9C%AC%E8%A8%88%E7%94%
BB%27（2019 年 11 月 3 日取得）
 6　国土交通省「生産緑地法等の改正について」資料 2 頁　前掲（2019 年 11 月 3 日取得）





（2019 年 11 月 3 日取得）
 8　「農業の 6 産業化」とは、地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出。つまり、農業（1 次産業）×
工業（2 次産業）×サービス業（3 次産業）を合わせた産業（6 次産業）のこと。
 9　柏市観光協会ホームページ
  　http://kankou.kashiwa-cci.or.jp/spots/sanchiya/（2019 年 11 月 3 日取得）
10　農業体験農園：練馬区ホームページ
  　https://www.city.nerima.tokyo.jp/kankomoyoshi/nogyo/hureai/taikennoen.html（2019 年 11 月 3 日取得）
11　ヘルスツーリズムとは、旅行という非日常的な楽しみの中で、健康回復や健康増進を図るもの。
12　アルベルゴ・ディフーゾとは、イタリア発祥の地域活性化の取組方法であり、地域の空き家や空き店舗等を
リノベーションし、それらを一つにまとめて擬似的ホテルとして運営する宿泊システムである。アルベルゴ
（宿）、ディフーゾ（分散した）、直訳すると「分散した宿」である。
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